











































 国策によって、中国は1964年に 3 つの外国語単科大学と 6 つの外国語専門学
校を設置した。中には日本語人材養成のみの専門学校、大連日語専科学校が























 具体的には、以下の 3 点について明らかにする。
  1 ．大連日語専科学校の設置過程を解明する。
  2 ．中国国内における日本語教師の採用の実態を解明する。



























































 高良らの訪中の結果、1952年 6 月 1 日に第一次「中日民間貿易協定」が北京
で調印された。署名した中国側の代表は南漢宸で、日本側の代表は高良とみ、
帆足計、宮腰喜助であった。以降、1953年10月の第二次「中日民間貿易協定」、
1955年 5 月の第三次「中日民間貿易協定」、1958年 3 月の第四次「中日民間貿
易協定」が次々と調印された。しかし、この民間貿易は、1958年 5 月に長崎で
発生した中国国旗侮辱事件によって中断を余儀なくされた。


































－１２０－ 日本経大論集 第４４巻 第２号



































家｣15)であった。時期は1964年 7 月16日から 8 月22日までであった。大連日語
専科学校（以下、大連日専）は、講習が必要と思われる49名を受講させた。
その他に周辺学校からの受講者が集まり79名が参加した。










  2 ．講義費：徳地末夫と横川辰子二同志は国から給料を支給されているので、
講義費は支払わない。徳地香縷子の講義費は支払う予定で（仕
事の内容は未定）、月240元（ 1 日 8 元）で計算する。
  3 ．日本同志の来校および離校時の簡単な宴会およびその他の招待費は計
400元の予算を試算している。
  4 ．日本同志の食事費は、 1 人 1 日 2 元を予定している。うち、我が校は 1 
元を補助し、残りは本人が負担する。また、本人の要望に応じて増減可
能である。  
－１２２－ 日本経大論集 第４４巻 第２号
  5 ．宿泊費と市内交通費について。宿泊先は甲級住宅で 1 人当たりは15－20


















































（ 1 ） 教員の選抜と調整 
 「 2 」で述べたが、1964年 7 月頃までに 3 回にわたる選抜を行った結果、よ
うやく75名の教員を集めることができた。当時、日本語人材は少なかったた
め選抜は困難を極めた。選抜の方法は、まず旧満州の人事記録から日本語に








































 「名簿」を一瞥すると、 4 つの特徴が見られる。














がもっとも多く 7 名で、南満鉄路中学と大連昭和女子中学校の出身者は各 1 名
であった。  
－１２６－ 日本経大論集 第４４巻 第２号
大連日語専科学校 1964年度日本語教師名簿 
























































































































































































































































































 陳岩氏の証言によると、クラスの学生数は大体18－20名であった19)。 1 クラ
スには 1 名の中国人教師が授業補佐として参加し、学生指導や教材編纂に従事
した。 1 年目は基礎科目（聞く、話す）を学び、日本人教師が直接担当した。







1. 5 であった。日本語授業はもっとも多く、毎日 2 時間で週16時間であった。
そのほか、語文（中国の国語）は週 4 時間、政治は週 2 時間、体育は週 2 時間
であった。








同年 2 月に発足した第 2 次佐藤内閣の反中政策の展開によって「LT 貿易」交
渉の延期、文化大革命による全国各部門の停滞、国防関係部門による人材保
護などが挙げられる。
 ちなみに 2 期生は400名が合格したが、実際に入学したのは396名であった。
復学した 9 名を入れて計算すると合計405名であった。うち、男は262名、女は








院外事弁公室に配属された背景には1968年 2 月からの「LT 貿易」交渉の再開
や同年 3 月の「MT 貿易」の実現、池田創価学会会長など民間人や日本公明党

































































































































































































































 ここでは、大連日語専科学校の結末について触れておく。1970年 3 月、林彪
の戦備命令によって、大連日語専科学校は市から180キロほど離れた庄河県明
陽公社農村に移った。同年、学校は「遼寧外語専科学校」に改名し、日、英、
－１３８－ 日本経大論集 第４４巻 第２号
俄、朝、蒙の五専攻（1970年度は日、英、俄の三専攻を開設した）を有する
学校となった。日本語人材のみ養成する大連日専はここで幕を閉じた。
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『文化大革命に消えた大連日語専科学校物語－40年ぶりの大連訪問記』（前出、37－40頁）
参照。
25) 土井大助『末期戦中派の風来記』本の泉社、2008年、182－183頁。
26) 前出、本書編委会編著『大連外国語学院建校四十年紀事』、22頁。 
大連日語専科学校の研究 －１４１－
